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量子コンピューティングの概要
と動向

1. 量子ビットの特徴

古典コンピューティングの中では数値は
0と1の2進数（古典ビット）で表現され
ている。現実には回路内端子における電
圧の高低で表現され、プログラムは、電
子回路にビット操作を実行させる手順で
ある。量子コンピューティングにおいて
もプログラム実行のためにビット操作を
用いることになるが、ここで使用する
ビットは量子ビットと呼ばれ、古典ビッ
トとは違う性質を持つ。量子ビットは、
0と1といったような数値ではなく、物理
的実体のある状態のことを指す。例え
ば、電子が右回りしている状態、左回り
している状態、等である。このような量
子ビットの特徴として重要なものを3つ
説明する。

まず一つ目は「重ね合わせの原理」と呼
ばれるものである。右回りの状態と、左
回りの状態をそれぞれ|0>と|1>と表現す
る（数値としての0と1との違いを表して
いる）場合、それらを重ね合わせた状態
a|0>+b|1>も量子ビットとして実現され
る。ここで、aとbはどれだけその状態が
混ざっているかを表す量である。実際に
この状態を観測すると、|0>もしくは|1>

の状態が見えて、決して重ね合わさった
状態というものを見ることは出来ない。
観測という行為自体が重ね合わせの状態
を壊し、aやbに相関する確率と観測方法
によってどちらかの状態に収縮してしまう。

二つ目の特徴は「エンタングルメント
（量子もつれ）」と呼ばれるものであ
る。2つの量子ビットにおいて、「他方
を観察し状態|0>なら他方は必ず|1>にな
る。あるいはその逆」という互いに相関
を持つ状態を作り出すことができ、それ
をエンタングルメントしていると呼ぶ。

情報伝達はどんなに早くても光速を超え
ることは出来ないはずなのに、量子ビッ
ト間で瞬時に情報が伝わっていることを
意味するこの不気味な矛盾はEPRパラ
ドックスと呼ばれ議論が重ねられてき
た。また、エンタングルメントした状態
は容易にほぐすことも可能である。

三つ目の特徴は、「クローニングの不可
能性」である。古典的には、端子の電圧
を読むことで情報を覗き見することが可
能であるが、量子ビットの場合、覗き見
という観測行為自体が重ね合わせの状態
を壊すので、観測前の情報を盗む（複製
する）ことは不可能である。一方で、送
り手側ですら情報を読み取れないので情
報伝達に困難がある。これは、エンタン
グルメントの性質を活用すると送り手が
情報を読み取らずに受け手側に情報伝達
をすることが可能となることが知られて
いる。方法の説明は割愛するが、これを
量子テレポーテーションと呼ぶ。

2. 量子コンピューティングの仕組み

量子コンピューティングの仕組みの本質
は以下の手順で示される。1）量子ビッ
トを用意する。2）各量子ビットの状態
全体に対し、重ね合わせの原理を利用し
状態組み合わせ全パターンを並列計算す
る。3）目的とする結果のみを抽出する。

量子コンピューティングはその高い並列
計算能力が利点となる。現実には、この
基本の上に、エンタングルメントや量子
干渉といった量子力学的性質や、論理
ゲートの組み合わせを設計することで、
効率的なアルゴリズムを設計することが
必要となる。例えば、ショアの素因数分
解アルゴリズムが有名である。これは、
対象Nの素因数分解実行に際してN³回程
度の手順で解くことができ、Nが大きく
なればなるほど古典コンピュータよりも
遥かに手順が少なくなる。

3. 実現方式と動向

古典コンピュータで用いられるビットや
ゲートを量子ビットや量子ゲートに置き
換えた汎用的な「量子ゲート方式」と、
計算量が莫大で古典コンピュータが苦手
とする組み合わせ最適化問題に特化した
「量子アニーリング方式／イジングマシ
ン」の2方式に大別される。

量子ゲート方式は汎用型であるが課題に
対する量子アルゴリズムの設計が必要な
こと、量子ビット数が現状数十ビット程
度で、実用化やスケールは当面先になる
見込みだ。Google/Microsoft/IBMと
いった企業がしのぎを削り基礎研究が日
進月歩している。

一方で、量子アニーリング方式／イジン
グマシンは、最適化問題に特化してアル
ゴリズムも設計されており、現状2,000

を超える量子ビット数を実現しており、
既に実用化に向けた実証実験も各企業で
始まっている。

キューピー社は、惣菜工場で働く従業員
のシフト最適化に量子コンピュータを活
用する実証実験を実施。企業、勤怠管理
者、勤務者、それぞれの制約を条件に最
適化し、従来30分かかっていたシフト
表作成を1秒で品質遜色なく実現できて
いる。

フォルクスワーゲン社は、北京のタク
シー418台から収集したデータを使用
し、市内中心部と北京空港間の交通の流
れを最適化することに成功。交通渋滞が
始まる前にそれを防ぐナビソフトとして
汎用化が期待される。

金融サービスへの影響と取組み

1. 想定されるユースケース

並列計算能力を活かす為計算量が必要と
される領域、最適化問題のように既に商
用化段階まで来ている課題領域、厳密解
よりも確率的な結果が重要な領域（AI高
度化にも適用可能）、の3領域が現時点

で有用である。金融機関にあてはめる
と、図表2のようなユースケースが該当
すると想定できる。

2. BBVAにおける取組み

スペインに本社を置くBBVAは、弊社が
タッグを組み量子コンピューティングの
価値検証及び実用化に向けた実証実験を
4ユースケースを対象として実施している。

① 投資ポートフォリオ最適化
商品、市場、顧客のリスク選好等の情報
をインプットに、顧客の投資ポートフォ
リオを最適化し、リターンをより大きく
することに成功。静的な分析だけでな
く、長期的なリスクや売買回数等も含め
動的な分析も実施。特に、変数が100を
超える程度で従来を凌駕するパフォーマ
ンスが認められている。

② 信用評価モデル高度化
既存のモデルに比してより多種多数の変
数を利用することを想定し、量子コン
ピューティングを用いた新しいアルゴリ
ズム開発に取り組んでいる。

③ 裁定取引プロセス高度化
取引通貨種が増えるにつれ難しくなる取

引アルゴリズムの新規構築に取り組んで
いる。取引通貨が10種を超える程度で
従来を超えるパフォーマンスが認められ
ている。

④ デリバティブ価格算定
デリバティブ価格算定は他商品の価格に
も依存する複雑なものであり、計算コス
トも大きい。現在使われているモンテカ
ルロシミュレーションに量子コンピュー
ティングのアルゴリズムを適用すること
でパフォーマンスの改善が出来ないかに
取り組んでいる。

今後の検討に向けて

1. エコシステムの形成

量子コンピューティングは、様々な実証
実験でポジティブな結果が出始めてきて
いる。技術改善やアルゴリズム開発がな
されていくことで実用化も数年のうちに
実現されていくだろう。それに向け、各
事業会社も自社活用余地の検討に本腰を
入れる必要がある。検討を進めていくに
あたっては、各要素のプロフェッショナ
ルを組入れながらエコシステムとして検
討を進めるべきである。図表3にモデル
エコシステムを示す。ユーザーコンサル

ティングと各プレイヤーをオーケスト
レートする「イネイブラー」、成功の肝
となる量子アルゴリズム設計に知見を有
する「量子情報エキスパート」、ハード
ウェアを提供する「プロバイダー」、不
足する要素技術や知見を提供する「研究
機関／スタートアップ」、そして各プレ
イヤーを巻き込んで様々な課題に共同で
取り組む「コンソーシアム」。実際に、
BBVA社の実証実験においても、このエ
コシステムを形成し知見を結集しながら
実証を推進している。

2. 発展の方向性

図表2にあげたユースケースは、あくま
でも既存パフォーマンスの向上という観
点であり、量子コンピューティングによ
る新規機会の創出が含まれていない。新
たな市場創造や、それに対するビジネス
モデルのデザインに挑戦し、実現してい
くことが今後パラダイムシフトを起こす
最も重要なミッションであると考える。
同時に、量子コンピューティングの基礎
研究が進むことを横目で見ながら、ビジ
ネスサイドから発展すべき方向の要請を
そこにぶつけていくことも積極的に行う
べきである。

 

金融危機後の国際的な金融規制
強化と金利指標改革

2008年に発生した世界的な金融危機を
受け、様々な国際金融規制が導入・強化
されてきた。メインとなるバーゼルIIIは
2017年12月に最終化され、新型コロナウ
イルス感染症の影響を踏まえ、実施時期
は2023年で合意されている。こちらを
以て、世界金融危機後の国際規制改革は
概ね完了、これまでの「規制の策定」から、
「規制の実施」、「規制の影響評価」の
取組みにシフトしている。

また、金利指標改革では、世界的に最も
広く使われている金利指標LIBORについ
て、USDは2023年6月に延期されたが、
それ以外の通貨は2021年12月に恒久的に
公表を停止すると見込まれている。その
代替となる金融指標への移行準備も最終
段階に入りつつある（図表1）。

これまでの検討状況及び課題の
継続対応

厳しく定められた時限の下、各金融機関
は規制要件を充足するように対応を急い
できた。金利指標改革を例にすると、リ
スク評価と時価評価モデルの再構築、業
務プロセスの変更、契約書の修正および
システム上の改修、広範囲にわたる膨大
な作業を2021年12月までに対応を完了す
る必要があり、決して時間的余裕は無
かった。

2020年に弊社が実施したポストLIBOR

に向けての準備に関するアンケートで
は、調査対象となる金融サービス企業の
76%は、規制の不確実性/明確化の欠如
は、企業の移行努力を妨げていると回答
している。

規制上の不確定性等により、その対応コ
ストが右肩上がりに増えており、金融機
関の多くは金利指標改革の対応に苦労し

ている。同アンケートでは、調査対象の
企業の大多数は、デジタル化、ビッグ
データ分析、クラウド活用等革新的な技
術が、移行をより効率的に推進できると
考えているにも関わらず、調査対象企業
の75％は、ポストLIBORへの移行に対し
て、最低限な対応しかしていない。

上記結果より、2022年以降ポストLIBOR

へ移行後、実運用に伴って、よりスムー
ズに業務運営するための追加対応が予想
される。また、市場系システムにおいて
は、新商品・新ビジネスモデルに合わせ
たシステムの最適化、そして全体を踏ま
えたコスト構造の見直しが今後の継続課
題と考える。

規制対応後の市場系システム再
構築の方向性

前述のとおり、金利指標改革を含め2008

年金融危機後の大規模な国際金融規制
強化は最終段階を迎えようとしており、

規制対応後の市場系システムの再構築
～デジタル世代に向けての最適化検討

各金融機関の対応に追われる状況も終わ
りが見えている。この十数年の間に、金
融業界では異業種、特にIT系企業の参入
により、デジタル化とグローバル化が加
速し、金融機関のビジネスモデルやプロ
セスの変革も余儀なくされている。結果
として、これまで規制対応で個別最適化
されてきた市場部門のシステムは今後、
激化する市場競争の中で、速やかに多様
化した顧客ニーズにこたえ、ビジネス効
果の創出ができるのであろうか。

金融機関のシステムに求められるのはこ
れまでのビジネスサポートだけでなく、
新しいビジネス創出をけん引する役割が
期待されるようになり、変更に対応でき
るスピード、アジリティが求められるよ
うになっている。次のデジタル世代に向
け、各金融機関は複雑化・サイロ化に
なっている既存システムをここ数年間で
整理し、コスト構造を抜本的に見直しの
上、新しいビジネスモデルを導入できる

ように最適化を実現しなければ、デジタ
ル化された市場の中で競争力を喪失して
しまう可能性がある。持続可能な成長の
ため、これを機に戦略的な市場系システ
ムの再構築を検討すべきと考える。

市場系システム再構築に向けた
検討の観点

金融規制強化及び金利指標改革に伴うシ
ステム改修は、前述したアンケートの結
果通り、殆どの場合は個別システムでの
最小限対応を選択している。この状況を
踏まえ、コスト構造の改善を含め、個別
から全体へのシステム最適化について、
商品、グローバル整合性、ビジネスライ
ン、基盤の4つの観点から検討したい
（図表2）。

（1）商品

国内金融機関の市場系システムの多く
は商品単位で構築されており、資金・

為替・デリバティブ等で分かれている。
しかしながら、金融庁で議論を進めてい
る「機能別・横断的な規制管理」の動き
を踏まえると、今後商品横断での管理、
報告する枠組みが求められ、効率的な運
用が「規制の影響評価」フェーズでは重
要視される。また、複数システムにわた
るデータの集計・管理はシステムコスト
高の要因の一つであり、全商品の取引明
細等のデータを一括で収集し、データの
管理・加工・開示ができるような共通化
機能の構築について検討すべきと考える。

（2）グローバル整合性

規制対応の際に、各国・地域で、国際合
意した規制内容に対し独自の修正を加え
たりするケースもあるため、金融機関の
拠点間の対応がやむを得ず異なるのは事
実である。更に、国内の金融機関は拠点
単位でシステム構築しているケースが多
く、グローバル拠点間の規制に係るシス

テム対応がバラバラとなり、整合性を維
持することが難しくなっている。

今後、規制管理・報告を横断拠点で求め
られるケースも増えると考えられる一
方、グローバル化の更なる拡大に伴い、
クロスボーダーによるビジネスが増加し
ている金融機関にとって、国際的金融市
場で競争力を強化する為に、商品に加え
て、市場系システムの拠点間で共通化・
最適化は今後重要な検討課題と考えられる。

（3）ビジネスライン

デジタルトランスフォーメーションの推
進により、昨今ビジネスモデルと業務プ
ロセスの変革が急速に進んでいる。今ま
での規制対応はその流れを阻害すべきで
はないと誰もが理解しているが、規制対
応という性質上、実際システムに手を加
える際に優先せざるを得ないケースも
多々あった。

規制の枠組みが徐々に具現化されるとと
もに、デジタル化を促進するため、ビジ
ネス観点で各ビジネスラインのシステ
ム・オペレーションの最適化検討は重要
である。弊社のグローバル事例では、
バッグオフィス業務のアウトソーシング
を活用し、システム及びオペレーション
双方の見直しにより、ビジネスとITを融
合させた業務効率化を実現でき、コスト
削減にも貢献している。

（4）基盤

業務アプリケーションを支えるシステム
基盤の技術が進化しており、特にクラウ
ド活用は国内の金融機関でも年々増えて
いる。ただし、既存システムの一部移行
に留まることが多く、クラウドのフル活
用による最大効果を享受できているとこ
ろはまだ少ない。

日進月歩しているビジネス環境におい
て、今後の新たなビジネスの創出の後押

しとなるよう、IT側のアジリティ向上が
不可欠とも言える。また、加速するグ
ローバル化の視点からも、国・地域横断
のビジネス展開には、クラウドの最大限
の活用が求められると考えられる。中長
期的な目線では、前述の商品、グローバ
ル整合性、ビジネスライン観点の最適化
を実現するには、クラウドを含めた基盤
の最適化検討が重要となる。

最後に

十年以上にわたって対応してきた国際金
融規制強化・金利指標改革は完了に近づ
き、金融機関の市場系システムを取り巻
く環境の変化を踏まえ、コスト構造のス
リム化と個別から全体への最適化を目指
し、再構築を検討するフェーズになって
いる。将来像及び実現アプローチの検討
に際し、弊社今までのグローバル案件の
経験を活かし、各金融機関に貢献できる
と幸いである。

長い間続いた国際金融規制強化・金利指標改革対応が2021年12月のLIBOR移
行を以て一段落を告げる。これまで時間とコストの制約で最低限の対応しか
できなかった金融機関の市場系システムは個別最適となっており、また、シ
ステムの複雑化・サイロ化によりコスト高になっている。

一方、金融業界のデジタル化及びグローバル化の加速により、金融機関が競
争力をキープし続けるには、市場系システムの進化も余儀なくされている。
最新の技術を活用し、新たなビジネス価値の創出につながるよう、コスト構
造のスリム化、個別から全体へのシステム最適化を如何に推進するか、本稿
ではその方向性と検討の観点を紹介したい。

楊　萌

2008年入社
ビジネスコンサルティング本部
コンサルティンググループ
シニア・マネジャー
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1. 量子ビットの特徴

古典コンピューティングの中では数値は
0と1の2進数（古典ビット）で表現され
ている。現実には回路内端子における電
圧の高低で表現され、プログラムは、電
子回路にビット操作を実行させる手順で
ある。量子コンピューティングにおいて
もプログラム実行のためにビット操作を
用いることになるが、ここで使用する
ビットは量子ビットと呼ばれ、古典ビッ
トとは違う性質を持つ。量子ビットは、
0と1といったような数値ではなく、物理
的実体のある状態のことを指す。例え
ば、電子が右回りしている状態、左回り
している状態、等である。このような量
子ビットの特徴として重要なものを3つ
説明する。

まず一つ目は「重ね合わせの原理」と呼
ばれるものである。右回りの状態と、左
回りの状態をそれぞれ|0>と|1>と表現す
る（数値としての0と1との違いを表して
いる）場合、それらを重ね合わせた状態
a|0>+b|1>も量子ビットとして実現され
る。ここで、aとbはどれだけその状態が
混ざっているかを表す量である。実際に
この状態を観測すると、|0>もしくは|1>

の状態が見えて、決して重ね合わさった
状態というものを見ることは出来ない。
観測という行為自体が重ね合わせの状態
を壊し、aやbに相関する確率と観測方法
によってどちらかの状態に収縮してしまう。

二つ目の特徴は「エンタングルメント
（量子もつれ）」と呼ばれるものであ
る。2つの量子ビットにおいて、「他方
を観察し状態|0>なら他方は必ず|1>にな
る。あるいはその逆」という互いに相関
を持つ状態を作り出すことができ、それ
をエンタングルメントしていると呼ぶ。

情報伝達はどんなに早くても光速を超え
ることは出来ないはずなのに、量子ビッ
ト間で瞬時に情報が伝わっていることを
意味するこの不気味な矛盾はEPRパラ
ドックスと呼ばれ議論が重ねられてき
た。また、エンタングルメントした状態
は容易にほぐすことも可能である。

三つ目の特徴は、「クローニングの不可
能性」である。古典的には、端子の電圧
を読むことで情報を覗き見することが可
能であるが、量子ビットの場合、覗き見
という観測行為自体が重ね合わせの状態
を壊すので、観測前の情報を盗む（複製
する）ことは不可能である。一方で、送
り手側ですら情報を読み取れないので情
報伝達に困難がある。これは、エンタン
グルメントの性質を活用すると送り手が
情報を読み取らずに受け手側に情報伝達
をすることが可能となることが知られて
いる。方法の説明は割愛するが、これを
量子テレポーテーションと呼ぶ。

2. 量子コンピューティングの仕組み

量子コンピューティングの仕組みの本質
は以下の手順で示される。1）量子ビッ
トを用意する。2）各量子ビットの状態
全体に対し、重ね合わせの原理を利用し
状態組み合わせ全パターンを並列計算す
る。3）目的とする結果のみを抽出する。

量子コンピューティングはその高い並列
計算能力が利点となる。現実には、この
基本の上に、エンタングルメントや量子
干渉といった量子力学的性質や、論理
ゲートの組み合わせを設計することで、
効率的なアルゴリズムを設計することが
必要となる。例えば、ショアの素因数分
解アルゴリズムが有名である。これは、
対象Nの素因数分解実行に際してN³回程
度の手順で解くことができ、Nが大きく
なればなるほど古典コンピュータよりも
遥かに手順が少なくなる。

3. 実現方式と動向

古典コンピュータで用いられるビットや
ゲートを量子ビットや量子ゲートに置き
換えた汎用的な「量子ゲート方式」と、
計算量が莫大で古典コンピュータが苦手
とする組み合わせ最適化問題に特化した
「量子アニーリング方式／イジングマシ
ン」の2方式に大別される。

量子ゲート方式は汎用型であるが課題に
対する量子アルゴリズムの設計が必要な
こと、量子ビット数が現状数十ビット程
度で、実用化やスケールは当面先になる
見込みだ。Google/Microsoft/IBMと
いった企業がしのぎを削り基礎研究が日
進月歩している。

一方で、量子アニーリング方式／イジン
グマシンは、最適化問題に特化してアル
ゴリズムも設計されており、現状2,000

を超える量子ビット数を実現しており、
既に実用化に向けた実証実験も各企業で
始まっている。

キューピー社は、惣菜工場で働く従業員
のシフト最適化に量子コンピュータを活
用する実証実験を実施。企業、勤怠管理
者、勤務者、それぞれの制約を条件に最
適化し、従来30分かかっていたシフト
表作成を1秒で品質遜色なく実現できて
いる。

フォルクスワーゲン社は、北京のタク
シー418台から収集したデータを使用
し、市内中心部と北京空港間の交通の流
れを最適化することに成功。交通渋滞が
始まる前にそれを防ぐナビソフトとして
汎用化が期待される。

金融サービスへの影響と取組み

1. 想定されるユースケース

並列計算能力を活かす為計算量が必要と
される領域、最適化問題のように既に商
用化段階まで来ている課題領域、厳密解
よりも確率的な結果が重要な領域（AI高
度化にも適用可能）、の3領域が現時点

で有用である。金融機関にあてはめる
と、図表2のようなユースケースが該当
すると想定できる。

2. BBVAにおける取組み

スペインに本社を置くBBVAは、弊社が
タッグを組み量子コンピューティングの
価値検証及び実用化に向けた実証実験を
4ユースケースを対象として実施している。

① 投資ポートフォリオ最適化
商品、市場、顧客のリスク選好等の情報
をインプットに、顧客の投資ポートフォ
リオを最適化し、リターンをより大きく
することに成功。静的な分析だけでな
く、長期的なリスクや売買回数等も含め
動的な分析も実施。特に、変数が100を
超える程度で従来を凌駕するパフォーマ
ンスが認められている。

② 信用評価モデル高度化
既存のモデルに比してより多種多数の変
数を利用することを想定し、量子コン
ピューティングを用いた新しいアルゴリ
ズム開発に取り組んでいる。

③ 裁定取引プロセス高度化
取引通貨種が増えるにつれ難しくなる取

引アルゴリズムの新規構築に取り組んで
いる。取引通貨が10種を超える程度で
従来を超えるパフォーマンスが認められ
ている。

④ デリバティブ価格算定
デリバティブ価格算定は他商品の価格に
も依存する複雑なものであり、計算コス
トも大きい。現在使われているモンテカ
ルロシミュレーションに量子コンピュー
ティングのアルゴリズムを適用すること
でパフォーマンスの改善が出来ないかに
取り組んでいる。

今後の検討に向けて

1. エコシステムの形成

量子コンピューティングは、様々な実証
実験でポジティブな結果が出始めてきて
いる。技術改善やアルゴリズム開発がな
されていくことで実用化も数年のうちに
実現されていくだろう。それに向け、各
事業会社も自社活用余地の検討に本腰を
入れる必要がある。検討を進めていくに
あたっては、各要素のプロフェッショナ
ルを組入れながらエコシステムとして検
討を進めるべきである。図表3にモデル
エコシステムを示す。ユーザーコンサル

ティングと各プレイヤーをオーケスト
レートする「イネイブラー」、成功の肝
となる量子アルゴリズム設計に知見を有
する「量子情報エキスパート」、ハード
ウェアを提供する「プロバイダー」、不
足する要素技術や知見を提供する「研究
機関／スタートアップ」、そして各プレ
イヤーを巻き込んで様々な課題に共同で
取り組む「コンソーシアム」。実際に、
BBVA社の実証実験においても、このエ
コシステムを形成し知見を結集しながら
実証を推進している。

2. 発展の方向性

図表2にあげたユースケースは、あくま
でも既存パフォーマンスの向上という観
点であり、量子コンピューティングによ
る新規機会の創出が含まれていない。新
たな市場創造や、それに対するビジネス
モデルのデザインに挑戦し、実現してい
くことが今後パラダイムシフトを起こす
最も重要なミッションであると考える。
同時に、量子コンピューティングの基礎
研究が進むことを横目で見ながら、ビジ
ネスサイドから発展すべき方向の要請を
そこにぶつけていくことも積極的に行う
べきである。

2021 Accenture All rights reserved. ©

図表1  国際金融規制・コンプライアンス対応タイムライン

金融危機後の国際的な金融規制
強化と金利指標改革

2008年に発生した世界的な金融危機を
受け、様々な国際金融規制が導入・強化
されてきた。メインとなるバーゼルIIIは
2017年12月に最終化され、新型コロナウ
イルス感染症の影響を踏まえ、実施時期
は2023年で合意されている。こちらを
以て、世界金融危機後の国際規制改革は
概ね完了、これまでの「規制の策定」から、
「規制の実施」、「規制の影響評価」の
取組みにシフトしている。

また、金利指標改革では、世界的に最も
広く使われている金利指標LIBORについ
て、USDは2023年6月に延期されたが、
それ以外の通貨は2021年12月に恒久的に
公表を停止すると見込まれている。その
代替となる金融指標への移行準備も最終
段階に入りつつある（図表1）。

これまでの検討状況及び課題の
継続対応

厳しく定められた時限の下、各金融機関
は規制要件を充足するように対応を急い
できた。金利指標改革を例にすると、リ
スク評価と時価評価モデルの再構築、業
務プロセスの変更、契約書の修正および
システム上の改修、広範囲にわたる膨大
な作業を2021年12月までに対応を完了す
る必要があり、決して時間的余裕は無
かった。

2020年に弊社が実施したポストLIBOR

に向けての準備に関するアンケートで
は、調査対象となる金融サービス企業の
76%は、規制の不確実性/明確化の欠如
は、企業の移行努力を妨げていると回答
している。

規制上の不確定性等により、その対応コ
ストが右肩上がりに増えており、金融機
関の多くは金利指標改革の対応に苦労し

ている。同アンケートでは、調査対象の
企業の大多数は、デジタル化、ビッグ
データ分析、クラウド活用等革新的な技
術が、移行をより効率的に推進できると
考えているにも関わらず、調査対象企業
の75％は、ポストLIBORへの移行に対し
て、最低限な対応しかしていない。

上記結果より、2022年以降ポストLIBOR

へ移行後、実運用に伴って、よりスムー
ズに業務運営するための追加対応が予想
される。また、市場系システムにおいて
は、新商品・新ビジネスモデルに合わせ
たシステムの最適化、そして全体を踏ま
えたコスト構造の見直しが今後の継続課
題と考える。

規制対応後の市場系システム再
構築の方向性

前述のとおり、金利指標改革を含め2008

年金融危機後の大規模な国際金融規制
強化は最終段階を迎えようとしており、

各金融機関の対応に追われる状況も終わ
りが見えている。この十数年の間に、金
融業界では異業種、特にIT系企業の参入
により、デジタル化とグローバル化が加
速し、金融機関のビジネスモデルやプロ
セスの変革も余儀なくされている。結果
として、これまで規制対応で個別最適化
されてきた市場部門のシステムは今後、
激化する市場競争の中で、速やかに多様
化した顧客ニーズにこたえ、ビジネス効
果の創出ができるのであろうか。

金融機関のシステムに求められるのはこ
れまでのビジネスサポートだけでなく、
新しいビジネス創出をけん引する役割が
期待されるようになり、変更に対応でき
るスピード、アジリティが求められるよ
うになっている。次のデジタル世代に向
け、各金融機関は複雑化・サイロ化に
なっている既存システムをここ数年間で
整理し、コスト構造を抜本的に見直しの
上、新しいビジネスモデルを導入できる

ように最適化を実現しなければ、デジタ
ル化された市場の中で競争力を喪失して
しまう可能性がある。持続可能な成長の
ため、これを機に戦略的な市場系システ
ムの再構築を検討すべきと考える。

市場系システム再構築に向けた
検討の観点

金融規制強化及び金利指標改革に伴うシ
ステム改修は、前述したアンケートの結
果通り、殆どの場合は個別システムでの
最小限対応を選択している。この状況を
踏まえ、コスト構造の改善を含め、個別
から全体へのシステム最適化について、
商品、グローバル整合性、ビジネスライ
ン、基盤の4つの観点から検討したい
（図表2）。

（1）商品

国内金融機関の市場系システムの多く
は商品単位で構築されており、資金・

為替・デリバティブ等で分かれている。
しかしながら、金融庁で議論を進めてい
る「機能別・横断的な規制管理」の動き
を踏まえると、今後商品横断での管理、
報告する枠組みが求められ、効率的な運
用が「規制の影響評価」フェーズでは重
要視される。また、複数システムにわた
るデータの集計・管理はシステムコスト
高の要因の一つであり、全商品の取引明
細等のデータを一括で収集し、データの
管理・加工・開示ができるような共通化
機能の構築について検討すべきと考える。

（2）グローバル整合性

規制対応の際に、各国・地域で、国際合
意した規制内容に対し独自の修正を加え
たりするケースもあるため、金融機関の
拠点間の対応がやむを得ず異なるのは事
実である。更に、国内の金融機関は拠点
単位でシステム構築しているケースが多
く、グローバル拠点間の規制に係るシス

テム対応がバラバラとなり、整合性を維
持することが難しくなっている。

今後、規制管理・報告を横断拠点で求め
られるケースも増えると考えられる一
方、グローバル化の更なる拡大に伴い、
クロスボーダーによるビジネスが増加し
ている金融機関にとって、国際的金融市
場で競争力を強化する為に、商品に加え
て、市場系システムの拠点間で共通化・
最適化は今後重要な検討課題と考えられる。

（3）ビジネスライン

デジタルトランスフォーメーションの推
進により、昨今ビジネスモデルと業務プ
ロセスの変革が急速に進んでいる。今ま
での規制対応はその流れを阻害すべきで
はないと誰もが理解しているが、規制対
応という性質上、実際システムに手を加
える際に優先せざるを得ないケースも
多々あった。

規制の枠組みが徐々に具現化されるとと
もに、デジタル化を促進するため、ビジ
ネス観点で各ビジネスラインのシステ
ム・オペレーションの最適化検討は重要
である。弊社のグローバル事例では、
バッグオフィス業務のアウトソーシング
を活用し、システム及びオペレーション
双方の見直しにより、ビジネスとITを融
合させた業務効率化を実現でき、コスト
削減にも貢献している。

（4）基盤

業務アプリケーションを支えるシステム
基盤の技術が進化しており、特にクラウ
ド活用は国内の金融機関でも年々増えて
いる。ただし、既存システムの一部移行
に留まることが多く、クラウドのフル活
用による最大効果を享受できているとこ
ろはまだ少ない。

日進月歩しているビジネス環境におい
て、今後の新たなビジネスの創出の後押

しとなるよう、IT側のアジリティ向上が
不可欠とも言える。また、加速するグ
ローバル化の視点からも、国・地域横断
のビジネス展開には、クラウドの最大限
の活用が求められると考えられる。中長
期的な目線では、前述の商品、グローバ
ル整合性、ビジネスライン観点の最適化
を実現するには、クラウドを含めた基盤
の最適化検討が重要となる。

最後に

十年以上にわたって対応してきた国際金
融規制強化・金利指標改革は完了に近づ
き、金融機関の市場系システムを取り巻
く環境の変化を踏まえ、コスト構造のス
リム化と個別から全体への最適化を目指
し、再構築を検討するフェーズになって
いる。将来像及び実現アプローチの検討
に際し、弊社今までのグローバル案件の
経験を活かし、各金融機関に貢献できる
と幸いである。
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量子コンピューティングの概要
と動向

1. 量子ビットの特徴

古典コンピューティングの中では数値は
0と1の2進数（古典ビット）で表現され
ている。現実には回路内端子における電
圧の高低で表現され、プログラムは、電
子回路にビット操作を実行させる手順で
ある。量子コンピューティングにおいて
もプログラム実行のためにビット操作を
用いることになるが、ここで使用する
ビットは量子ビットと呼ばれ、古典ビッ
トとは違う性質を持つ。量子ビットは、
0と1といったような数値ではなく、物理
的実体のある状態のことを指す。例え
ば、電子が右回りしている状態、左回り
している状態、等である。このような量
子ビットの特徴として重要なものを3つ
説明する。

まず一つ目は「重ね合わせの原理」と呼
ばれるものである。右回りの状態と、左
回りの状態をそれぞれ|0>と|1>と表現す
る（数値としての0と1との違いを表して
いる）場合、それらを重ね合わせた状態
a|0>+b|1>も量子ビットとして実現され
る。ここで、aとbはどれだけその状態が
混ざっているかを表す量である。実際に
この状態を観測すると、|0>もしくは|1>

の状態が見えて、決して重ね合わさった
状態というものを見ることは出来ない。
観測という行為自体が重ね合わせの状態
を壊し、aやbに相関する確率と観測方法
によってどちらかの状態に収縮してしまう。

二つ目の特徴は「エンタングルメント
（量子もつれ）」と呼ばれるものであ
る。2つの量子ビットにおいて、「他方
を観察し状態|0>なら他方は必ず|1>にな
る。あるいはその逆」という互いに相関
を持つ状態を作り出すことができ、それ
をエンタングルメントしていると呼ぶ。

情報伝達はどんなに早くても光速を超え
ることは出来ないはずなのに、量子ビッ
ト間で瞬時に情報が伝わっていることを
意味するこの不気味な矛盾はEPRパラ
ドックスと呼ばれ議論が重ねられてき
た。また、エンタングルメントした状態
は容易にほぐすことも可能である。

三つ目の特徴は、「クローニングの不可
能性」である。古典的には、端子の電圧
を読むことで情報を覗き見することが可
能であるが、量子ビットの場合、覗き見
という観測行為自体が重ね合わせの状態
を壊すので、観測前の情報を盗む（複製
する）ことは不可能である。一方で、送
り手側ですら情報を読み取れないので情
報伝達に困難がある。これは、エンタン
グルメントの性質を活用すると送り手が
情報を読み取らずに受け手側に情報伝達
をすることが可能となることが知られて
いる。方法の説明は割愛するが、これを
量子テレポーテーションと呼ぶ。

2. 量子コンピューティングの仕組み

量子コンピューティングの仕組みの本質
は以下の手順で示される。1）量子ビッ
トを用意する。2）各量子ビットの状態
全体に対し、重ね合わせの原理を利用し
状態組み合わせ全パターンを並列計算す
る。3）目的とする結果のみを抽出する。

量子コンピューティングはその高い並列
計算能力が利点となる。現実には、この
基本の上に、エンタングルメントや量子
干渉といった量子力学的性質や、論理
ゲートの組み合わせを設計することで、
効率的なアルゴリズムを設計することが
必要となる。例えば、ショアの素因数分
解アルゴリズムが有名である。これは、
対象Nの素因数分解実行に際してN³回程
度の手順で解くことができ、Nが大きく
なればなるほど古典コンピュータよりも
遥かに手順が少なくなる。

3. 実現方式と動向

古典コンピュータで用いられるビットや
ゲートを量子ビットや量子ゲートに置き
換えた汎用的な「量子ゲート方式」と、
計算量が莫大で古典コンピュータが苦手
とする組み合わせ最適化問題に特化した
「量子アニーリング方式／イジングマシ
ン」の2方式に大別される。

量子ゲート方式は汎用型であるが課題に
対する量子アルゴリズムの設計が必要な
こと、量子ビット数が現状数十ビット程
度で、実用化やスケールは当面先になる
見込みだ。Google/Microsoft/IBMと
いった企業がしのぎを削り基礎研究が日
進月歩している。

一方で、量子アニーリング方式／イジン
グマシンは、最適化問題に特化してアル
ゴリズムも設計されており、現状2,000

を超える量子ビット数を実現しており、
既に実用化に向けた実証実験も各企業で
始まっている。

キューピー社は、惣菜工場で働く従業員
のシフト最適化に量子コンピュータを活
用する実証実験を実施。企業、勤怠管理
者、勤務者、それぞれの制約を条件に最
適化し、従来30分かかっていたシフト
表作成を1秒で品質遜色なく実現できて
いる。

フォルクスワーゲン社は、北京のタク
シー418台から収集したデータを使用
し、市内中心部と北京空港間の交通の流
れを最適化することに成功。交通渋滞が
始まる前にそれを防ぐナビソフトとして
汎用化が期待される。

金融サービスへの影響と取組み

1. 想定されるユースケース

並列計算能力を活かす為計算量が必要と
される領域、最適化問題のように既に商
用化段階まで来ている課題領域、厳密解
よりも確率的な結果が重要な領域（AI高
度化にも適用可能）、の3領域が現時点

で有用である。金融機関にあてはめる
と、図表2のようなユースケースが該当
すると想定できる。

2. BBVAにおける取組み

スペインに本社を置くBBVAは、弊社が
タッグを組み量子コンピューティングの
価値検証及び実用化に向けた実証実験を
4ユースケースを対象として実施している。

① 投資ポートフォリオ最適化
商品、市場、顧客のリスク選好等の情報
をインプットに、顧客の投資ポートフォ
リオを最適化し、リターンをより大きく
することに成功。静的な分析だけでな
く、長期的なリスクや売買回数等も含め
動的な分析も実施。特に、変数が100を
超える程度で従来を凌駕するパフォーマ
ンスが認められている。

② 信用評価モデル高度化
既存のモデルに比してより多種多数の変
数を利用することを想定し、量子コン
ピューティングを用いた新しいアルゴリ
ズム開発に取り組んでいる。

③ 裁定取引プロセス高度化
取引通貨種が増えるにつれ難しくなる取

引アルゴリズムの新規構築に取り組んで
いる。取引通貨が10種を超える程度で
従来を超えるパフォーマンスが認められ
ている。

④ デリバティブ価格算定
デリバティブ価格算定は他商品の価格に
も依存する複雑なものであり、計算コス
トも大きい。現在使われているモンテカ
ルロシミュレーションに量子コンピュー
ティングのアルゴリズムを適用すること
でパフォーマンスの改善が出来ないかに
取り組んでいる。

今後の検討に向けて

1. エコシステムの形成

量子コンピューティングは、様々な実証
実験でポジティブな結果が出始めてきて
いる。技術改善やアルゴリズム開発がな
されていくことで実用化も数年のうちに
実現されていくだろう。それに向け、各
事業会社も自社活用余地の検討に本腰を
入れる必要がある。検討を進めていくに
あたっては、各要素のプロフェッショナ
ルを組入れながらエコシステムとして検
討を進めるべきである。図表3にモデル
エコシステムを示す。ユーザーコンサル

ティングと各プレイヤーをオーケスト
レートする「イネイブラー」、成功の肝
となる量子アルゴリズム設計に知見を有
する「量子情報エキスパート」、ハード
ウェアを提供する「プロバイダー」、不
足する要素技術や知見を提供する「研究
機関／スタートアップ」、そして各プレ
イヤーを巻き込んで様々な課題に共同で
取り組む「コンソーシアム」。実際に、
BBVA社の実証実験においても、このエ
コシステムを形成し知見を結集しながら
実証を推進している。

2. 発展の方向性

図表2にあげたユースケースは、あくま
でも既存パフォーマンスの向上という観
点であり、量子コンピューティングによ
る新規機会の創出が含まれていない。新
たな市場創造や、それに対するビジネス
モデルのデザインに挑戦し、実現してい
くことが今後パラダイムシフトを起こす
最も重要なミッションであると考える。
同時に、量子コンピューティングの基礎
研究が進むことを横目で見ながら、ビジ
ネスサイドから発展すべき方向の要請を
そこにぶつけていくことも積極的に行う
べきである。
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図表2  市場系システム再構築に向けた検討の観点

金融危機後の国際的な金融規制
強化と金利指標改革

2008年に発生した世界的な金融危機を
受け、様々な国際金融規制が導入・強化
されてきた。メインとなるバーゼルIIIは
2017年12月に最終化され、新型コロナウ
イルス感染症の影響を踏まえ、実施時期
は2023年で合意されている。こちらを
以て、世界金融危機後の国際規制改革は
概ね完了、これまでの「規制の策定」から、
「規制の実施」、「規制の影響評価」の
取組みにシフトしている。

また、金利指標改革では、世界的に最も
広く使われている金利指標LIBORについ
て、USDは2023年6月に延期されたが、
それ以外の通貨は2021年12月に恒久的に
公表を停止すると見込まれている。その
代替となる金融指標への移行準備も最終
段階に入りつつある（図表1）。

これまでの検討状況及び課題の
継続対応

厳しく定められた時限の下、各金融機関
は規制要件を充足するように対応を急い
できた。金利指標改革を例にすると、リ
スク評価と時価評価モデルの再構築、業
務プロセスの変更、契約書の修正および
システム上の改修、広範囲にわたる膨大
な作業を2021年12月までに対応を完了す
る必要があり、決して時間的余裕は無
かった。

2020年に弊社が実施したポストLIBOR

に向けての準備に関するアンケートで
は、調査対象となる金融サービス企業の
76%は、規制の不確実性/明確化の欠如
は、企業の移行努力を妨げていると回答
している。

規制上の不確定性等により、その対応コ
ストが右肩上がりに増えており、金融機
関の多くは金利指標改革の対応に苦労し

ている。同アンケートでは、調査対象の
企業の大多数は、デジタル化、ビッグ
データ分析、クラウド活用等革新的な技
術が、移行をより効率的に推進できると
考えているにも関わらず、調査対象企業
の75％は、ポストLIBORへの移行に対し
て、最低限な対応しかしていない。

上記結果より、2022年以降ポストLIBOR

へ移行後、実運用に伴って、よりスムー
ズに業務運営するための追加対応が予想
される。また、市場系システムにおいて
は、新商品・新ビジネスモデルに合わせ
たシステムの最適化、そして全体を踏ま
えたコスト構造の見直しが今後の継続課
題と考える。

規制対応後の市場系システム再
構築の方向性

前述のとおり、金利指標改革を含め2008

年金融危機後の大規模な国際金融規制
強化は最終段階を迎えようとしており、

各金融機関の対応に追われる状況も終わ
りが見えている。この十数年の間に、金
融業界では異業種、特にIT系企業の参入
により、デジタル化とグローバル化が加
速し、金融機関のビジネスモデルやプロ
セスの変革も余儀なくされている。結果
として、これまで規制対応で個別最適化
されてきた市場部門のシステムは今後、
激化する市場競争の中で、速やかに多様
化した顧客ニーズにこたえ、ビジネス効
果の創出ができるのであろうか。

金融機関のシステムに求められるのはこ
れまでのビジネスサポートだけでなく、
新しいビジネス創出をけん引する役割が
期待されるようになり、変更に対応でき
るスピード、アジリティが求められるよ
うになっている。次のデジタル世代に向
け、各金融機関は複雑化・サイロ化に
なっている既存システムをここ数年間で
整理し、コスト構造を抜本的に見直しの
上、新しいビジネスモデルを導入できる

ように最適化を実現しなければ、デジタ
ル化された市場の中で競争力を喪失して
しまう可能性がある。持続可能な成長の
ため、これを機に戦略的な市場系システ
ムの再構築を検討すべきと考える。

市場系システム再構築に向けた
検討の観点

金融規制強化及び金利指標改革に伴うシ
ステム改修は、前述したアンケートの結
果通り、殆どの場合は個別システムでの
最小限対応を選択している。この状況を
踏まえ、コスト構造の改善を含め、個別
から全体へのシステム最適化について、
商品、グローバル整合性、ビジネスライ
ン、基盤の4つの観点から検討したい
（図表2）。

（1）商品

国内金融機関の市場系システムの多く
は商品単位で構築されており、資金・

為替・デリバティブ等で分かれている。
しかしながら、金融庁で議論を進めてい
る「機能別・横断的な規制管理」の動き
を踏まえると、今後商品横断での管理、
報告する枠組みが求められ、効率的な運
用が「規制の影響評価」フェーズでは重
要視される。また、複数システムにわた
るデータの集計・管理はシステムコスト
高の要因の一つであり、全商品の取引明
細等のデータを一括で収集し、データの
管理・加工・開示ができるような共通化
機能の構築について検討すべきと考える。

（2）グローバル整合性

規制対応の際に、各国・地域で、国際合
意した規制内容に対し独自の修正を加え
たりするケースもあるため、金融機関の
拠点間の対応がやむを得ず異なるのは事
実である。更に、国内の金融機関は拠点
単位でシステム構築しているケースが多
く、グローバル拠点間の規制に係るシス

テム対応がバラバラとなり、整合性を維
持することが難しくなっている。

今後、規制管理・報告を横断拠点で求め
られるケースも増えると考えられる一
方、グローバル化の更なる拡大に伴い、
クロスボーダーによるビジネスが増加し
ている金融機関にとって、国際的金融市
場で競争力を強化する為に、商品に加え
て、市場系システムの拠点間で共通化・
最適化は今後重要な検討課題と考えられる。

（3）ビジネスライン

デジタルトランスフォーメーションの推
進により、昨今ビジネスモデルと業務プ
ロセスの変革が急速に進んでいる。今ま
での規制対応はその流れを阻害すべきで
はないと誰もが理解しているが、規制対
応という性質上、実際システムに手を加
える際に優先せざるを得ないケースも
多々あった。

規制の枠組みが徐々に具現化されるとと
もに、デジタル化を促進するため、ビジ
ネス観点で各ビジネスラインのシステ
ム・オペレーションの最適化検討は重要
である。弊社のグローバル事例では、
バッグオフィス業務のアウトソーシング
を活用し、システム及びオペレーション
双方の見直しにより、ビジネスとITを融
合させた業務効率化を実現でき、コスト
削減にも貢献している。

（4）基盤

業務アプリケーションを支えるシステム
基盤の技術が進化しており、特にクラウ
ド活用は国内の金融機関でも年々増えて
いる。ただし、既存システムの一部移行
に留まることが多く、クラウドのフル活
用による最大効果を享受できているとこ
ろはまだ少ない。

日進月歩しているビジネス環境におい
て、今後の新たなビジネスの創出の後押

しとなるよう、IT側のアジリティ向上が
不可欠とも言える。また、加速するグ
ローバル化の視点からも、国・地域横断
のビジネス展開には、クラウドの最大限
の活用が求められると考えられる。中長
期的な目線では、前述の商品、グローバ
ル整合性、ビジネスライン観点の最適化
を実現するには、クラウドを含めた基盤
の最適化検討が重要となる。

最後に

十年以上にわたって対応してきた国際金
融規制強化・金利指標改革は完了に近づ
き、金融機関の市場系システムを取り巻
く環境の変化を踏まえ、コスト構造のス
リム化と個別から全体への最適化を目指
し、再構築を検討するフェーズになって
いる。将来像及び実現アプローチの検討
に際し、弊社今までのグローバル案件の
経験を活かし、各金融機関に貢献できる
と幸いである。
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(1)商品横断のシステムの
共通化・最適化

(2)グローバル整合性を考慮
した拠点間のシステム共通化・
最適化

(3)各ビジネスライン上
プロセス・オペレーションの
システム最適化

(4)基盤技術の最適化




